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研究成果の概要（和文）：本研究は、発展途上国の高等教育における教育イノベーションによる効果に関する比
較事例研究である。まず、文献レビューにより、イノベーション理論と概念を整理し、教育イノベーションとは
何であるかを検討した。「質の高いかつ適切な高等教育への公正なアクセス拡大」目標と概念的な相関があると
認められる高等教育の事例を発掘し、それら事例を、①費用、②対象層、③インターネットへのアクセス、とい
う3つの座標軸に基づき、８つの類型に分類し、各類型における事例の構成要素や特徴を検討した。結論とし
て、教育イノベーションが「質の高い適切な高等教育への公正なアクセスの拡大」と相対的により関連する類型
と政策的含意を提示した。

研究成果の概要（英文）：This study intends to examine the effects of education innovations in higher
 education in developing countries. It compared cases based on a typology classifying them into 8 
groups according to three sets of criteria: (i) target audience; (ii) costs for beneficiaries; and 
(iii) internet access. Such effects can be measured by the extent to which education aspects in 
Sustainable Development Goals (SDG4) would be achieved in terms of“equitable access to high quality
 and relevant higher education”in developing countries. 
The study: (i) assessed conditions under which an education activity can be considered as an 
innovative case, based on the review of theories and concepts of innovations through the literature 
survey; and (ii) examined elements and features of cases that would correlate to achieve“equitable 
access to high quality and relevant higher education”in developing countries. 

研究分野：国際教育開発論、比較教育学、国際教育協力論

キーワード： 発展途上国　高等教育　教育イノベーション　持続可能な開発　オンライン教育　ブレンド型教育

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
「持続可能な開発目標（SDGs）」の教育面における目標（SDG4）」から、発展途上国における「質の高いかつ適
切な高等教育への公正なアクセス拡大」として示唆される目標を設定した。この目標に焦点を当て、いわゆる教
育イノベーション事例を８つの類型に分類し、それら事例の比較によって、目標と事例との概念的な相関を検討
したことの学術的意義は高いと思われる。さらに、8つの類型を複合的に組み合わせる学習形態（例えば、対面
学習とオンライン学習を組み合わせる「ブレンド型学習」）の効果について一定の所見を得られたことは、今後
の発展途上国の高等教育における教育イノベーションを展開していく上での社会的意義が認められる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

(1) これまで国際社会において、教育が直面している課題は「万人のための教育（Education For 

All: EFA）」、「ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）」、「持続可能な
開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）」、などを中心に取り組まれてきた。SDGs

では教育は目標 4 に「全ての人に包括的かつ公正で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を
促進する」と定められている。EFA や MDGs で一定の成果を上げられたために達成されたと
見做され、SDGs に盛り込まれなかった目標もあるが、公正で質の高いかつ適切な教育の提供
は未だ多くの課題が残っている。 

 

(2) そこで、国際機関を中心にこのような課題を克服するために有効な手段ではないかと研究
と実践が進められているのがいわゆる教育イノベーションである。教育イノベーションは
SDGs の目標 4 を達成するための有効手段の一つとして注目されている考え方である。教育に
おける革新的な取り組みは教育イノベーションとして世界銀行、経済協力開発機構（OECD）、
国連教育科学文化機関や国際児童基金などの国際機関をはじめ、様々なところで議論と実践が
なされている。情報技術の進歩により、教育とテクノロジーを組み合わせる”Edu－Tech”な
ど様々な教育手法が取り入れられると同時に、イノベーションについての議論がビジネス分野
を中心に展開されるようになり、教育とイノベーションを結びつける考え方が普及しつつある。 

 

(3) 教育イノベーションという考え方は、かつてシュンペーターが定義したイノベーションと
いう概念を教育分野に援用する概念である。シュンペーターは『経済発展の理論』（1977：原
本 1934）の中で、経済発展は、人口増加や気候変動などの外的要因よりも、イノベーションの
ような内的要因が主要な役割を果たすと主張している。近年では、OECD（2005）がイノベー
ションを、「新しいあるいは大幅に改良された産物・サービスやプロセス、新しいマーケッティ
ング方法、あるいはビジネスや職場における新しい組織の在り方」と定義している。このよう
な定義を教育分野に適用すると、「教育組織が新しい産物やサービスを導入すること、またそう
いったサービスを届ける新しいプロセス」とされる。さらに、クリステンセン（2008）らのイ
ノベーション理論によれば、教育分野においても「持続的イノベーション」、「ローエンドのイ
ノベーション」、「破壊的イノベーション」という３つのタイプが想定されている。また、ゴビ
ンダラジャンは、発展途上国（以下、途上国）で生まれたサービスの先進国での利用など、逆
流的なイノベーションの波及を「リバース・イノベーション」（2012）と名付けており、教育
分野においてもリバース・イノベーションの存在を示唆している。途上国でも、2000 年代以降、
インターネット環境の普及・改善に伴い、オンライン教育による高等教育が提供されるように
なる。オンライン教育では「オープンエデュケーション」と呼ばれる教材や講義ビデオをウェ
ブ上で無料あるいは低価格で公開しており、世界的に高等教育へのアクセスが拡大している（金
成 2013）。しかし、教育イノベーションには、オンライン教育以外にも様々な形態の活動があ
り、必ずしも想定された効果が得られているとは限らないし、パイロット的な活動に留まって
いる。従って、本研究は、どのような教育イノベーションが、より効果をもたらすかについて
の検討が必要であろうとの問題意識に基づいている。 

 

２．研究の目的 

(1) 本研究は、高等教育における教育イノベーションによる効果として、2030 年までの SDGs

の中でも教育面における目標（SDG4）」であり、途上国の高等教育における目標として示唆さ
れる「質の高いかつ適切な高等教育への公正なアクセス拡大」に関し、8 つに分類される教育
イノベーション事例の比較研究を行う。 

 

(2) 具体的には、既存文献によりイノベーション理論と概念を整理し、特に教育イノベーショ
ンに関する文献レビューを行い、ある教育活動がイノベーションと見做される条件を考察する。
高等教育のイノベーション事例を対象に、一定の条件下において、「質の高いかつ適切な高等教
育への公正なアクセス拡大」と相関があると認められる事例を発掘し、それら事例の要素や特
徴は何かを明らかにする。このことは、教育イノベーションが「質の高い適切な高等教育への
公正なアクセスの拡大」との概念的な相関を持つことを明らかにすることを目的としており、
その因果関係を見出すことは目的としていない。さらに、本研究は、高等教育においてどのよ
うな教育イノベーション事例を優先的に普及すべきであるかといった政策的含意を導く。 

 

３．研究の方法 

(1) 本研究は、様々に取り組まれている途上国の高等教育における教育イノベーション事例に

つき、①受益者（学生）にとっての費用が高いか低いか、②対象層が特定か不特定か、③ネッ

トワークアクセスが有るか無いか、といった３つの座標軸に基づく３次元の空間の中で、８つ

の事例への分類を試みる（図１）｡また、一定の条件下においてそれぞれ８つの事例（独立変数）

がどの程度「質の高いかつ適切な高等教育への公正なアクセス」（従属変数）との相関が認めら

れるかにつき、文献レビューと聞き取り調査による量的・質的データを基にした概念的及び相

対的な分析を行う。 



 
 

図１：高等教育における教育イノベーションの分類 

 

また、「教育生産関数」の分析枠組を応用し、８つに分類される事例（インプットとしての独

立変数）のうち、どの事例がどの程度「質の高いかつ適切な高等教育への公正なアクセス」（ア

ウトカムとしての従属変数）との相関が認められるかを概念的及び相対的に明らかにする。以

下の式は、独立変数と従属変数の関係を示す。 

 

Y ＝ f（X①, X②, X③, X④, X⑤, X⑥, X⑦, X⑧） 

 

従属変数（Y）は、「質の高いかつ適切な高等教育への公正なアクセス」であり、従属変数を

示す主な指標としての高等教育の就学率、学習達成度、就職率、等のデータが存在する範囲で、

可能限りこれらのデータを指標化する。独立変数（X①～X②）は、８つに分類される教育イノ

べ―ション事例であり、どの事例がより従属変数との相関関係が認められるかにつき概念的及

び相対的な傾向を明らかにする。 

 

４．研究成果 

(1) 8 つの類型のまとめ：８つの類型の構成要素と特徴を、①費用、②対象層、及び③ネット

ワークアクセスの観点から以下にまとめる。 

 

① 費用が高く、対象層が特定され、ネットワークアクセスが有る 

この類型は、費用は高いが、ネットワークアクセスが有るため、場所を選ばずにオンライン

教育を利用できる。しかし、特定言語の講座や特定条件下にある限られた者のみしか受けるこ

とのできない状況で行われるというの特徴がある。特定言語を使用する形態や、対象の大学の

みで行われるプログラムのような形態が多い。また、オンライン教育機関においても学費を払

って卒業する機関などはこのタイプに分類できる。この類型においてイノベーティブと捉えら

れる特徴は、情報技術などの新技術の利用や地域文化を活かした教育である。また、オンライ

ン教育とともにキャンパスで行う対面学習を行うことで地域による文化的な文脈で行われる教

育も現在では徐々に行われるようになっている。 

 

② 費用が低く、対象層が特定され、ネットワークアクセスが有る 

 この類型は、費用が低く、ネットワークアクセスが有ることで場所を選ばずに利用できる。

この類型は特定言語、または特定大学で行われる。費用が低いことから、特定された言語話者

であれば誰でも参加することができる。国内のみでオンライン教育の展開を考えた事例がこの

類型に属することが多く、日本の事例の多くもここに当てはまる。この類型においてイノベー

ティブと捉えられる条件は、情報技術などの新技術の利用のほか、特定の地域内においての新

たな教育の伝達方法の産出などである。特に、この類型は高等教育で学べる内容を人々が学び

たいと思うような生涯学習へ転換する要素を持っている。 

 

③ 費用が高く、対象層は不特定であり、ネットワークアクセスが有る 

 この類型は、費用が高く、対象層は定まっていない。つまり、インターネットを駆使した英

語での教育であるため、いつでも、どこでも、誰でも受講できるが、費用が高いことにより入



学できる人々は限られてくる。また多国間や地域間でオンライン教育を通して様々な大学が連

携しているため、お互い理解できる言語で学習を行っている。世界中の人々が教育の受益者と

して費用がかかる形態もここに含まれる。この類型においてイノベーティブと捉えられる条件

は情報技術などの新技術の利用、また世界を舞台とした新たな教育形態の創出である。受益者

にとっての費用がかかるが、しっかりとした修了・卒業証明などが授与されることが多い。 

 

④ 費用が低く、対象層は不特定であり、ネットワークアクセスが有る 

 この類型は、費用が低く、対象層は定まっていない、ネットワークアクセスが有る状態とな

る。これは多くの人の共通言語を使用したオンライン教育などが含まれる。場所を問わずに多

くの講座を受講することができる低費用のオンライン教育が実現可能である。この類型のイノ

ベーティブと捉えられる条件は情報技術などの新技術の利用、世界中のどこでも受けられる教

育手段の創出、新たな教育モデルとして誰でも時間や場所の制約の無い教育である。この教育

においては受益者にとっての費用がかからないため、費用がかかる場合とは違い、修了・卒業

証明などの取得は難しい。 

 

⑤ 費用が高く、対象層が特定され、ネットワークアクセスが無い 

 この類型は、費用が高く、特定の言語、あるいは特定の範囲で行われる教育となる。ネット

ワークを介さない教育となるため、対面式の授業などで行われる伝統的な学習形態がこの類型

に当てはまる。伝統的な教育ではあるが、対象とする地域や言語が今まで想定していなかった

場合にイノベーティブとなりうる。近年のように先住民族や少数民族などが特定され、彼らの

文化や伝統、言語を保存するために教育を提供する機関が出てきている。今まで対象とされな

かった人々を対照とした教育というのがこの類型において重要な要素となる。また、今まで教

育を受けることが困難だった人々に対して教育を提供するものも含まれる。 

 

⑥ 費用が低く、対象層が特定され、ネットワークアクセスが無い 

 この類型は、費用が低く、特定の言語、あるいは特定の範囲で行われる、ネットワークを介

さない教育となる。特に、受益者にとっての費用が低いという点から貧しい人々も受けられる

教育となることが想定される。この類型も今まで教育を受けることが困難であった人々への新

しい教育モデルの創出となる。しかし、主に高等教育以外の教育レベルが無料で受けられるよ

う政策を制定している国が多いため、事例があまり多くない。イノベーティブと捉えられる特

徴は、これまで対象とされなかった人々への教育の提供、地域と協力した学校を中心とした新

たな教育方法の創出などである。また、これまで学費がかかる教育を提供してきた教育機関が、

新たに学費のかからない教育を提供するようになった場合もイノベーションと呼ぶことができ

る。コストが低いため、貧困層の人々でも学べることは重要な点である。 

 

⑦ 費用が高く、対象層は不特定であり、ネットワークアクセスが無い 

 この類型は、費用が高く、多くの人々が使える言語、あるいは多国間・地域間にまたがる教

育を行う、ネットワークを介さない教育である。ネットワークを介さない多国･地域間の教育は、

その地域で拠点となる教育機関や学校を設立し、その拠点を中心として様々なプログラムを行

う。留学など学校間の連携もこのタイプに含まれる。イノベーションと捉えられる特徴は、新

しい教育方法として今まで留学の対象となることが少なかった途上国への学生移動である。質

の高い教育のために、参加国同士で相互に学生の移動に繋がっている。国の経済状況に関わら

ず参加することができるプログラムもあり、先進国から途上国への移動も行われている。従来、

留学とは途上国から先進国に行くものが主流であったが、双方留学による交流が進んでいる。 

 

⑧ 費用が低く、対象層は不特定であり、ネットワークアクセスが無い 

 この類型は、費用が低く、多くの人々が使える言語、あるいは多国間･地域間にまたがる教育

を行うネットワークを介さない教育である。⑦の類型の教育モデルと類似するが、無料で行わ

れる学生移動や研究者移動がここに分類される。イノベーションと捉えられる特徴は、低費用

で可能となった学生、あるいは研究者の移動といった新たな教育需要の創出などが考えられる。

政府が低費用で教員養成のプログラムを組み、海外で学ぶことで国内の教育とは違う教育を受

け、帰ってきたときに国内と海外の違いが認識できる。しかし、教員養成や学位取得を低費用

で行うことは、これまでもあまり多くの事例は無い。 

 

(2)考察：これらの８つの類型に見られる要素と特徴に鑑み、諸類型と「質の高い、適切な高等

教育への公正なアクセス拡大」との概念的な相関について、以下に検討する。一定の条件とし

て、①すべての類型が可能な場合、②言語の状況を考慮した場合、③インターネットインフラ

の状況を考慮した場合、の 3 つに条件に分けて相関の程度を示す。 



① すべての類型が可能な場合 

 最も質の高い教育を提供し、公正なアクセスの拡大という二つの観点からすると類型４が適

切であると言える。類型４はネットワークアクセスがあれば誰でも参加することが可能であり、

世界中の有名大学の講座を受けられることから質の高い教育が提供されると言えるだろう。こ

れらを踏まえた場合、不特定の人々へのオンライン教育は公正なアクセス拡大が行われるとい

える。また、適切な教育において効果的なのは類型５、類型６に続いて類型１である。適切な

教育は目的の達成に向かった活動が積極的に行われており、就学率が高いということから類型

１、５、６はより効果的であると判断した。 

 今後、低費用で受けられるオンライン教育で進路がうまく決められるようになれば、さらに

類型４は相関が高くなる可能性がある。ネットワークアクセスさえあれば、場所を問わずに誰

でも参加できるため、オンライン教育は所得やジェンダーに関わらず参加することができる。

よって、高等教育を受けたいと願う全ての人々に高等教育を提供できる可能性を持っている。 

 対面授業の形式をとる教育を行う類型５～８は学費がかかってしまうことが多いため、所得

を考慮した場合、学費の支払いが課題となってしまう。有料のオンライン教育を行う類型１や

３もそのような問題は起こりうるが、オンライン教育は比較的費用が抑えられており、通常の

学費よりも安い。対面授業を行う教育機関が生き残るために重要なことは、特色を持った高等

教育内容をネットワークアクセスが無い地域で普及させることではないだろうか。 

 

② 言語の状況を考慮した場合 

 地域固有の言語へ翻訳されることはあるか、あるいは特定の地域で高等教育を求める人々の

外国語能力はどの程度あるのかということを配慮する必要がある。これは、世界中すべての人

が流暢な言語というのは現在世界には存在していないため、地域言語を用いた教育とその他の

言語を用いた教育では学習達成度が異なってくるからである。外国語よりも現地語の方が理解

しやすい場合もあるため、提供者と受益者の両者が教育における使用言語に関して考える必要

がある。例えば、英語話者が地域において少なければ、英語で行われる教育は意味がなく、結

果的に教育へのアクセスは低くなってしまう。現在は国内の少数民族や方言などの問題だけで

はなく、移民など外国から来た人々や、彼らの次世代への教育も需要が高まってきていること

から、ひとつの国においても公用語のみで教育を行うことは難しくなってきている。 

 英語は多くの国で学ばれているが、世界共通語なるには程遠い。英語のみではなく、その他

の言語でも教育を行わなければ公正なアクセスの拡大を進めることはできない。世界中を見る

と、外国語と現地語の問題はあらゆる地域で存在するため、教育における使用言語に関する問

題はさらに複雑化している。このような教育における言語に関する問題を考慮した場合、現地

語優位な状況を想定するならば類型２と６が、その地域においては質の高い、適切な高等教育

への公正なアクセス拡大との相関が高いと言える。 

 

③ インターネットインフラの状況を考慮した場合 

 地域によっては、インターネット・インフラが整っていない場所が多くある。そのため、オ

ンライン教育が国際的に普及したとしても、その恩恵を受けられない人々は多くいる。そのよ

うな状況に必要なのはインターネット・インフラの整備だけでなく、インフラが無い地域の人々

が受けられる教育機会を提供する必要がある。また、遠隔部の人々への教育に関して、スクー

ルバスや移動式の学校など様々なアイデアが現在も議論されている。今後、新技術によって画

期的な移動手段が生まれればこの領域においても変化が生じるであろう。 

 

(3) 結論：「質の高い適切な高等教育への公正なアクセス拡大」を考える上では、本研究で分類

した類型を複合的に組み合わせ（例えば、対面型学習とオンライン型学習を組み合わせる「ブ

レンド型学習」）、より多くの人々が受けられる教育を普及させるべきである。同時に、存在し

ている言語の壁を乗り越えるためには、複数言語対応や翻訳機能の強化など、特別な対応をと

る必要がある。しかし、言語の問題は一筋縄ではいかない。対面形式の授業のような伝統的な

教育と並行してオンライン教育も取り込み、多国間･地域間に教育を拡大していくことで、多様

性に考慮したより質の高い教育を受益者に提供できるようになるだろう。 

 これらの教育を複合的に行うには教育機関、つまり教育提供者にかかる負担が大きくなって

しまう。負担を軽減するために多岐に渡る分野で様々な機関と連携・共同する必要があるだろ

う。さらに低費用で行う場合は、学費や講座費用などからの収入が見込めないため、財団など

の資金援助を行う機関とも協力が必要になってくるし、クラウド・ファンディングなどイノベ

ーティブな資金調達方法の導入・普及も必要となってくる。 

 しかし、一方で、オンライン教育の登場によって変化した教育形態により、様々な教育形態

による学習効果に関する評価研究自体も変化をせざるを得なくなってきている。また、現在の

教育イノベーションはいつまで続くかということも分からない。本研究で検討した事例が、現



在は一部の地域ではイノベーティブな要素を持ち合わせていると判断したが、それらが今後ど

のように拡大するか縮小するかは予想できない。特に、AI 技術などに見られる新しい技術を使

ったオンライン教育の発展が今後も非常に大きな影響を及ぼすと考えられる。時代が変遷する

につれて、高等教育の意義や形が変化することが見込まれる。移り変わる教育や受益者の需要

に合わせて、今後、高等教育機関は既存の対面授業などの強みを活かすと同時に、新しい教育

の形態を模索することで、従来の高等教育の意味を見直す必要がある時期に差し掛かっている。 
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